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国際税務 
QI/FATCA/CRS 関連情報 
様式 1042 電子申告に関する暫定規則の公表について 

 

2021 年 9 月 13 日 

2021 年 7 月 23 日、米国財務省（The US Department 

of the Treasury）は連邦官報において、多くの申告書に対

する電子申告要件を改正する財務省規則案（以下「規則

案」、（英語、PDF））を公表した。本規則案には、金融機

関によって提出される様式 1042 「外国（法）人の米国源泉

所得における年次源泉徴収税申告書」 の申告方法に係る

改正も含まれており、今後金融機関における様式 1042 の提

出方法が変更されることが見込まれている。本規則案の目的

は、米国内国歳入庁（Internal Revenue Service：以下

「IRS」）の手作業による申告書処理の軽減や還付及び税額

控除の処理の適時性及び正確性向上であり、これにより電子

申告の量が大幅に増加すると予測される。本ニュースレターで

は、本規則案における様式 1042 関連の改正内容及び QI

アカウントマネジメントシステムアクセス時のブラウザについて、簡

単に概要並びに留意点を記す。 

1. 様式 1042電子申告に関する概要 

これまでも、金融機関によって申告される様式 1042-S につい

ては、既に電子申告による提出が求められてきた。今回、先述

の規則案による改正に伴い、様式 1042 についても以下の提

出者については電子申告が義務付けられることとなる。 

1) いかなる種類であれ当該暦年中に 10 部以上の申告

書の提出を義務付けられる事業体 

2) 100 名超のパートナーを有するパートナーシップ 

3) 金融機関 

したがって、今後 QI である金融機関が様式 1042 の提出を

行う際には、電子申告による提出が必須となる見込みであ

る。なお、個人、信託、及び遺産信託に関しては、様式 1042

の電子申告要件からは除外されている。 

また、修正申告が必要になった場合の申告方法についても、

元の申告書と同じ方法での提出が求められることとなる。電子

申告にて提出した様式 1042 の修正申告は、同じく電子申

告にて行う必要があり、これまでとは異なる対応が求められる

ため、注意が必要である。 

本規則案ではまた、パートナーシップ、法人、及び信託の申告

書を含む、その他の様々な申告書の電子申告要件が追加・

改正されており、新たな要件の施行を可能とするため、対応す

る罰則規定が更新されている。また、場合によっては、提出者

が電子申告要件の負担の免除を要請することが可能となる

見込みである。 

電子申告規定は原則的に、規則案が最終規則となった日付

より後に開始する暦年の提出義務に適用されるため、例えば

本規則案が 2021 年中に最終規則となった場合には、2022

年の申告書提出から影響することとなる。 

2. QI アカウントマネジメントシステムアクセス時のブラウザ 

2021 年 6 月、IRS は FATCA Qualified Intermediary, 

Withholding Foreign Partnership, and Withholding 

Foreign Trust Applications & Account Management 

User Guide（適格仲介人／源泉徴収外国パートナーシップ

／源泉徴収外国信託申請・アカウント管理ユーザーガイド）

（Pub.5262（IRS ウェブサイト（英語、PDF）））のアップデ

ートを公表した。 

2021 年 6 月版の当該ユーザーガイドでは、QI/WP/WT アカウ

ントマネジメントシステム（以下「QI ポータル」）アクセス時のブ

ラウザに係る記載が更新されている。これまで互換性サポートが

あり利用可能なブラウザとして、Internet Explorer、Google 

Chrome、Mozilla Firefox の 3 つが認められていたが、今回

のアップデートに伴い、Internet Explorer はサポートされるブラ

ウザから除外され、代わりに Microsoft Edge が追加された。 

Internet Explorer や Apple Safari など、上記以外のブラウ

ザについては、QI ポータルと互換性を有しないものとみなされ、

最善のユーザー体験や完全な機能が提供されない可能性があ

る旨、当該ユーザーガイドにて明記されたため、今後 QI ポータ

ルにアクセスする際は、可能な限り Microsoft Edge、

Mozilla Firefox、Google Chrome のうちいずれかのブ

ラウザを使用されたい。 

おわりに 

米国投資の仲介等を行っており、毎年様式 1042 による年次

申告作業を実施している金融機関については、先述の規則案

に係る改正に伴い、今後の申告作業の流れが大きく変わるこ

とが予想される。当該規則案が最終規則となるタイミングによ

って、いつから様式 1042 の電子申告が義務付けられるかが
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変わるため、金融機関は本件に関する動向を注意深く見守る

必要がある。 

デロイト トーマツ税理士法人では、QI、FATCA 、CRS、及び米

国税務に関して専門チームを有し、常に最新情報を入手の

上、多数の金融機関にサービスを提供している。今回、ニュース

レターでご案内した内容のほか、制度内容・法令等でご不明な

点等があれば、相談いただきたい。 

 

Any tax advice included in this written or electronic communication was not intended or written to be used, and it 

cannot be used by the taxpayer, for the purpose of avoiding any penalties that may be imposed by any governmental 

taxing authority or agency. 

 

過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/us 

 

お問い合わせ 

米国税務及び QI/FATCA、OECD CRS に関するお問い合わせは、下記の担当者までご連絡ください。 

デロイト トーマツ税理士法人 東京事務所 US デスク  

パートナー 前田 幸作 kosaku.maeda@tohmatsu.co.jp 

シニアマネジャー 秋葉 奈緒子 naoko.akiba@tohmatsu.co.jp 

シニアマネジャー Yeh Ching-Feng (Vincent) ching-feng.yeh@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 渡邊 美穂子 mihoko.watanabe@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 近藤 祐美 yumi.kondo@tohmatsu.co.jp 

所在地 
〒100-8362  

東京都千代田区丸の内三丁目 2 番 3 号 丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 

email tax.cs@tohmatsu.co.jp 
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